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総額 9兆 6000億円に上る [1, 3]．
1.2.2 新潟県中越地震


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 3.1: 構成 1




tion Information Sharing Protocol) は，WFS



















































図 3.3: MISP の機能













































































































































































































































































































































































































































































 CAP (Common Alerting Protocol 共通





 EDXL-DE (Emergency Data Exchange









 EDXL-RM (Emergency Data Exchange












































自治体 システム名 機能 GIS の有無
兵庫県 フェニックス防災システム 気象観測情報収集，被害予測，被害情報収集， 有
地図情報，映像情報，災害対応支援 等












































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 4.6: スキーマの関連図 (指示連絡情報，応答，避難勧告発令，警戒態勢発令，第 4号様式)
図 4.7: スキーマの関連図 (避難所要求，避難所運営状況，土砂災害，河川被害，人的被害)
37
図 4.8: スキーマの関連図 (建物被害，ライフライン被害，その他被害)
図 4.9: スキーマの関連図 (道路，道路被害，道路規制，道路混雑，道路区間)
38
表 4.5: 実証実験の内容と協力機関・評価者
No 実験の内容 実験参加協力機関 評価 (検証) 者
1 水防情報収集と体制配備 NTT-AT 見附市
2 被害情報収集と災害対応 見附市，新潟県，消防庁，内閣府 見附市，新潟県，消防庁，内閣府
3 避難所運営 見附市 見附市
4 避難支援 (シミュレーション) 見附市 見附市
5 報道機関への情報提供 見附市 見附市，新潟県，報道関係者
6 被害・対応状況の共有 (見附市) 見附市 消防庁，新潟県，見附市，東北電力，
NTT 東日本，長岡国道工事事務所，見附警察署
7 被害・対応状況の共有 (外部機関) 消防庁，新潟県，内閣府，見附市，東北電力， 消防庁，新潟県，内閣府，見附市， 東北電力，


























見附市 災害対策本部 (総務部), 建設部, 消防本部, 民生部による, 災害対応業務を災害対応管理システムにて行なう (有)
消防庁 消防庁情報共有システムにて情報収集活動 (有)
東京大学 PDA, 携帯電話を用いた被害情報収集システムにより, 災害対策本部との間で情報共有する (有)
工学院大学 WebGIS を用いた市民・報道機関への情報共有データの提供 (有)
産業技術総合研究所 情報共有データを用いた交通シミュレーション (有)
安全・安心マイプラン 情報共有データを用いた避難シミュレーション (有)
内閣府 府省庁間防災情報共有プラットフォームとの情報共有 (消防庁 ) 内閣府)(無)
NTT-AT 災害ナビゲーションシステム (無)
東北電力 停電情報の共有 (有)
NTT 東日本 電話の不通エリア情報の共有 (有)






















































































































































































































































































































































コル MISP (Mitigation Information Sharing



























































































































A,B,C,D において，A!B, B!C, C!D
の変換が与えられているとき，A座標で
登録されている点をD座標で取得する場






for Rescue Utility MAnagement)を作成
した．DaRuMa の構造を図 5.8 に示す．
プロトコル処理や通信処理行ったうえで，

























実証実験を行った．実験には図 5.9 の 探査用
レスキューロボット Kenaf を用い，神戸市三
宮駅地下街にて実験を行なった．実験では複数







































































































































































































の表示は 7月 22日から，それぞれ 23日まで 1
日 1回配信した．なお，通れた道路マップは，





























































広域 (2007年 7月 19日 9:00作成)
柏崎市街 (2007年 7月 19日 9:00作成)
図 6.2: 通れた道路マップ
54
広域 (2007年 7月 22日)
柏崎市街 (2007年 7月 22日)














表 6.1は，文献 [73]を基に，図 6.5 に示した柏
崎市周辺地域を対象に，この地域内で実施され
た交通規制箇所をまとめたものである．なお，

















が図 6.6である．地震発生から車両 Aが約 20




は，道路陥没のため，10時 15分から 16時 05
分まで全面通行止めが実施されている．図 6.7
では，16時 05 分の規制解除後に車両 3台が，
道路被害箇所をそれぞれ，16時 39分頃 (車両



































注)新潟県警察本部 7月 17日 10:00現在発表データより図 6.5のエリア内の交通規制個所を抽出して作成




図 6.6: U ターンする車両の軌跡 (西山町和田付近) (2007年 7月 16日)



























































































































XML Schema で項目 A,B からなる C 型を定
義し，それを要素 D, 要素 E で参照する場合，
C の定義は一箇所で良い．それに比べてテーブ
ル形式の場合には，要素 D を現すテーブルの
カラムに A, B の型が必要であり，また 要素
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    <baz>abc</baz>
  </Bar>
</Foo>













図 1，図 2にマッピングの例を示す．図 1の
サンプルデータは図 2のようにマップされる．
<date>, <value>, <baz> の各タグは子要素を
持たないため，ファイルとなる．それぞれの値で






















































% find . -type f \




% for f in ./*
do
(cat $f/x; printf ' '; \
cat value; echo)
done | xgraph
その他の利用例として，mercurial や git の
ようなバージョン管理システムを用いて項目単
位でのバージョン管理などを行うことができる．
この場合，行指向でない XML 文書をそのまま
の状態で管理するのとは違い，ファイルシステ
ムにマッピングすることで項目ごと，すなわち
意味ごとにファイルに分かれるため，更新の差
分を読み取りやすくなる．
A.5 XML とファイルシステ
ムのマッピングの詳細
本モデルでは，XML とファイルシステムの
両方が入れ子構造であることの類似性から，基
本的には入れ子構造をそのままの形でマッピン
グを行なう．しかしながらマッピングに関して
XML およびファイルシステムそれぞれに特有
の問題があり，修正が必要であった．修正を以
下に示す．
A.5.1 繰り返し要素の対応
XML の場合は子要素に同名のタグが存在す
る場合がある．例えば以下の<Bar>がそうであ
る．
<Foo>
<Bar>
<baz>abc</baz>
</Bar>
<Bar>
<baz>def</baz>
</Bar>
</Foo>
<Bar>
<baz>ghi</baz>
</Bar>
これらすべてのBarを /Foo/Bar/としてファ
イルシステム上で見せることは不可能ではない
が，これは通常の状態ではないためシェル上か
らのアクセスは困難である．そのため同一名の
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要素が複数存在する場合は，以下のようにファ
イルもしくはディレクトリ名の最後に"[数字]"
の形式でインデックスを付与するようにした．
なお，この形式は XPATH の構文と同じもの
である．
/Foo/Bar[1]/baz
/Foo/Bar[2]/baz
/Foo/Bar[3]/baz
A.5.2 XML 名前空間とパス名の使
用可能文字に関する対応
XMLではタグの一意性を確保するため，URL
を用いた名前空間を採用している．例えば以下
のタグは名前空間 "http://foo.example.org/bar"
に属している Foo である．
<Foo xmlns="http://foo.example.org/bar"/>
一般的に名前空間を含めてこのタグを表わす
場合には，名前空間を fgで囲い，その後に要
素名を続ける表現方法が使用される．本マッピ
ングでも名前空間付きのタグはこの表現方法を
採用し，ファイル名，ディレクトリ名として使
用する．以下に例を示す．
{http://foo.example.org/bar}Foo
ただし，名前空間中にはスラッシュのように
ファイル名，ディレクトリ名として使用するこ
とのできない文字が入ることがある．そのため
使用できない文字は文字コードを%+2桁の 16進
数という形でエスケープし，ファイル名，ディ
レクトリ名にエンコードするようにする．例え
ば以下のとおりである．
{http:%2f%2ffoo.example.org%2fbar}Foo
エンコードを行うことでファイルシステムで
扱えない文字も扱うことができる．
A.6 まとめ
XML中のデータにアクセスするためのファイ
ルシステムインターフェイスを提案した．XML
データをファイルシステムにマウントすること
で，シェル上やプログラム等で既存のコマンド
を用いてアクセスすることができる．
